
 

 

                  

 

 

 

環境・社会システム統合研究フォーラム 

 

 「気候変化／気候変動適応型社会」を実現する 

融合型環境デザインシステム 

 

報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年 ３月 

 

独立行政法人海洋研究開発機構 





              目    次 

 

１．はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   １ 

 

２．検討メンバー（構成員） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   １ 

 

３．検討のための会合開催日 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ２ 

 

４．検討結果 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ２ 

 （１）各構成員からの主なご意見 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ２ 

 （２）JAMSTEC として何をなすべきか  ・・・・・・・・・・・・・・・・   ９ 

 

 

 

参考資料 

 

資料１  Toward Open Systems Science  ・・・・・・・・・・・・・・・・   １２ 

資料２  気候情報に関する経済学的な課題について  ・・・・・・・・・・・   ２４ 

資料３  JAMSTEC シーズの社会化  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ２７ 

資料４  グローカル制御の実現に向けて ・・・・・・・・・・・・・・・・  ３０ 

資料５  生態学的感染症研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４８ 

資料６  経済と環境 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６０ 

資料７  第３回世界気候会議（WCC-3）概要  ・・・・・・・・・・・・・・    ８３ 

資料８  NOAA による National Climate Service  ・・・・・・・・・・・・   ９１ 

資料９  OceanObs’09 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９２ 

資料１０ GEOSS と社会経済利益 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９７ 

資料１１ グリーン・イノベーションを目指した研究開発  ・・・・・・・・  １０２ 

資料１２ アプリケーションラボ 

［気象・気候変動予測におけるグランドチャレンジ］ ・・・・・・ １０２ 

資料１３ Forecast Ocean Plus, Inc.  ・・・・・・・・・・・・・・・・・  １０３ 

資料１４ オーストラリア・インド等における気候変動予測への評価 ・・・・ １０６ 

資料１５ 応用研究と観測および予測研究の関係 ・・・・・・・・・・・・・ １１５ 

 



 



- 1 - 

 

１．はじめに 

 

海洋研究開発機構（JAMSTEC）においては、海洋地球に関する研究開発の社会的な役割

について再認識するとともに、機構が行っている活動と社会との関わりを一層強化するため

の具体的な方策を明らかにすることを目的として、特に重要と考えられる３課題（①国際秩

序の形成と海洋地球研究、②「気候変化／気候変動適応型社会」を実現する融合型環境デザ

インシステム、③複雑系情報の社会への発信システム）について、外部有識者を交えて、座

談会もしくはセミナーの形式により検討を行うこととなった。 

 本報告書は、上記課題のうち、「気候変化／気候変動適応型社会」を実現する融合型環境

デザインシステムについての検討結果をとりまとめたものである。 

 

地球温暖化の進行が観測的事実であることが広く認識されるなかで、人々の生活環境を持

続的に向上させてゆく「気候変化／気候変動適応型社会」を実現するには、温暖化や気候変

動に対する緩和策・適応策をバランスよくかつ効率的に組み合わせた施策モデル案を提示す

る必要がある。 

この「気候変化／気候変動適応型社会」の実現は、複合的な要素から構成されるゆえに難

問であるが、社会的な要請は非常に強く、その方策を確立するならば、様々な分野への波及

効果も高い。 

このため、新しい予測モデルの開発、緩和策・適応策の社会学的施策評価、行政、産業と

の具体的達成目的を明確化した連携、国民の参加と協力、国民にわかりやすい情報提供等か

ら構成される“融合型環境デザインシステム”の開発をおこない、「気候変化／気候変動適

応型社会」の実現に貢献することが望まれる。 

 

このような問題意識のもと、地球環境変動の観測と予測に積極的に取り組んできた

JAMSTEC が、今後、融合型環境デザインシステムの開発に向けて取り組むべき具体的な

方策（気候変化／気候変動適応型社会の実現に必要な予測モデル戦略のあり方、行政・産業

との連携、国民への情報提供等）について外部有識者とともに議論を行った。 

 

２．検討メンバー（構成員）〈敬称略〉 

 

（座長） 

  鷲田 豊明  上智大学大学院地球環境学研究科 教授 

 

  柴田 明夫  丸紅経済研究所 所長 

  竹村 真一  株式会社プロジェクト・タオス代表／京都造形芸術大学 教授 

  所 眞理雄  株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所 代表取締役社長 
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  原  辰次  東京大学大学院情報理工学系研究科システム情報学専攻 教授 

  山本 太郎  長崎大学熱帯医学研究所国際保健学分野主任・教授 

  今村  努  海洋研究開発機構 理事 

山形 俊男  海洋研究開発機構 アプリケーションラボ ラボヘッド・東京大学大 

       学院 理学系研究科長/理学部長・教授 

高橋 桂子   海洋研究開発機構 アプリケーションラボ ラボヘッド代理・シミュ 

       レーション高度化研究開発プログラムディレクター   

  佐久間弘文   海洋研究開発機構 気候変動予測応用研究チームリーダー 

  河宮未知生  海洋研究開発機構 地球システム統合モデリング研究チームリーダー 

  安藤健太郎   海洋研究開発機構 インド洋・太平洋海洋気候変動研究チームリーダー 

 

３．検討のための会合開催日 

 

 第１回会合： 平成２１年１１月３０日（月） 

 第２回会合： 平成２２年 １月１８日（月）  

   第３回会合： 平成２２年 ２月１２日（金） 

   第４回会合： 平成２２年 ３月 ８日（月） 

 

４．検討結果 

 

（１）各構成員からの主なご意見 

 

オープンシステムサイエンス 

○ 今までの考え方でサイエンスをやっていくと、それがほんとうにどういったことにな

るのか、ならないのか、そういうところをいつも自分に自問自答しながらやっていか

なければならないという時代に来ているのではないか。 

○ 一つの領域だけでなく、隣接する領域も入れて議論をするべきである。今までの目標

設定というのは、クローズドシステムがベースとなっているが、その問題点をはっき

り認識することにより、正確かつ詳細に問題が認識でき、解決策が見つけられる。  

○ 将来予測に基づき決定を行い、予防策を取るというアプローチの仕方というのは一つ

の方法である。気候変動問題は、クローズドシステムだと思って解いたら解けない。 

○ 地球を止めずに環境問題を解いていかなければいけないので、問題を抽象化した場合

でも、そこから排除されたものは絶対に捨てずに、問題が解けた際、１回排除したも

のをくっつけたらどうなるか、常に考える必要がある。 

○ 問題を完全に理解していなくても、何か対応していかなければならないという考え方

は、一種のマネジメントの手法である。マネジメントというのは今までサイエンスの
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領域には全く取り入れられない言葉であったが、オープンシステムの問題を解く場合

には、このマネジメント概念がかなり重要となる。 

○ 我々はオープンシステムに住んでいる。それを無理にクローズドシステムにし、完全

解を求めたため、行き詰っている感じがする。 

 

 

全体的な視点（Holistic View） 

○ ２０世紀と２１世紀の問題設定は異なる。２１世紀の問題とは、Earth Environment 

and Sustainability、Life and Health、Safetyなど、地球規模での問題であり、イン

ターネットで結ばれたネットワーク上でいろいろな情報システムが動いている。これ

らの問題は、巨大で、複雑で、常に変更している統合的なシステムの問題であり、将

来を予測し、今、どういうアクションをとらなければいけないかということを問うて

いる問題だということができる。 

○ ２０世紀の問題は、個別的で、この問題があるからこれを解くという形だったが、２

１世紀の問題は、１個解いてもそれで終わりではない。その結果、その隣のシステム

にどういう影響が与えられるのかが不明であり、なかなかアプローチしづらい問題で

もあって、議論しているうちに自分の土俵の話に持っていって、全体の解決策とは必

ずしも一致しないような議論になってしまうことも多いのではないか。 

○ 研究の領域というのは、細かく分かれていて、タコつぼというか、井の中のカワズと

いうと変だが、その中で実施されており、全体的な視点を必ずしも十分持てていない。

更に言うと、時間的な発展系というものに対する取り扱いがどうも我々はうまくない。 

 

 

気象情報に関する経済学的な課題 

○ 気候情報が出されると、その情報はいろいろな人に、同等、又は、多少価値の違いは

あっても、様々な有益性を与えられるという意味で、公共財的な性質を持っているが、

そのような公共財というのは、私的財のように、特定の人から特定の人に市場で供給

されるようになると、経済学的に言うと、社会的に望ましい水準になればなるほど、

公共財としての気候情報が提供されなくなるという問題がある。 

○ 公共財というのは、利用のされ方によっては、本当はもっとたくさんの情報が社会に

提供できるといいけれども、コストと利益のバランスがうまくとれなくて、より小さ

くなってしまうということが経済学的に言われる。あえて公共財としての気候情報を

提供してしまうと、全然コストを払わずに利用する人も当然出てくる。そのようなフ

リーライダーの発生という問題も考える必要がある。 

○ 公共財としての気候情報を適切に提供するためには、気候情報の経済価値を適切に評

価し、例えばＪＡＭＳＴＥＣに還元されることにより、引き続き社会に望ましい気候
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情報を提供できるような価値をきちんと見積もらないといけないと思う。その結果、

バランスがとれて、社会に望ましい（経済学的に言うと「パレート最適」）公共気候情

報が提供されるようになる。フリーライダー問題、適切な供給等について検討するた

めには、気候情報の経済的価値の評価方法について検討する必要があるのではないか。

そのような視点が世界的にも欠けている。 

○ 気候情報の価値を大きく分けると、１つは、気候情報が提供されたことによって社会

的便益が増加することが挙げられる。例えば、トマト、キュウリなどの農家が気候情

報を聞いて最適な栽培計画を立てることが可能となる。もう１つは、温暖化問題によ

る干ばつ問題などに対し、気候情報がなかったときに発生する大きな被害を回避でき

ることが挙げられる。これらの便益及び被害回避の金額を適切に評価する方法を検討

する必要がある。分野としては、農業、健康、社会基盤、資源、生態系、アメニティ

ー（心地よさ）等が挙げられる。 

○ 場合によっては、気候情報により破局的な被害を回避することも可能となるが、その

価値の評価方法も重要である。 

○ 例えば、干ばつの場合、農家の被害だけではなく、その結果、自殺者の多発などの人

的被害、作物取引不調による社会全体の経済的被害なども考慮しなくてはならない。

このように、被害回避の評価方法については、直接的な価値と間接的な価値の両面か

ら検討する必要がある。 

○ 気候情報は、リスクを適切に評価することが不可欠となる。想定額と発生確率により

被害期待値を計算する必要がある。更に、回避可能リスクと、回避不可リスクについ

ても考慮する必要があり、リスク回避のための保険をどう考えるのかが大きな問題に

なる。 

○ ライフサイクル・アセスメントに出てくるように、直接的被害、２次的被害、３次的

被害、４次的被害、と、被害を拡張していって、トータルな被害に近似させるという

積み上げ的な間接被害価値の評価方法も重要である。 

 

 

地球リテラシー 

○ 日本の最先端技術の研究成果、それが世界に貢献し得るものはものすごく大きい。我々

は、非常に大きな意味での地球リテラシーを、現代の科学を踏まえて、養い、同時に

それを世界に伝え、世界のコモンセンスにする必要がある。したがって、単なる温暖

化対策とか、対処療法的なものにとどまらず、今の気候変動に世界の注目が集まって

いる時代を活用し、新しい２１世紀の地球リテラシーを、最先端科学を踏まえつつ世

界に共有化していくことが重要である。 

○ 科学者が最前線で見ているような生きた地球の、非常にダイナミックでリアルな地球

像をもっとちゃんと伝えていくことによって、それを社会化していくことにより、大
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きな援軍が社会から得られるはずである。これを小学校レベルからもっと伝えていく

ことが重要である。 

○ 社会的には緩和策の領域は割と光が当たっているが、適応策の必要性ということに関

しては非常に認識が低い。大きなイベントなどを活用して、適応策の重要性をもっと

訴えていく事が重要である。例えば、国レベルの政策で緑化面積を増やすということ

以外に、家庭菜園、屋上菜園等、非常に小さな家庭レベルの緑をジグソーパズルのよ

うに増やしていくことも一つの方法である。農業レベルでプロの農業がやろうとする

と生物多様性を担保するのはなかなか難しく、みんな画一的なＦ１種にいってしまう

が、家庭菜園レベルだと、地域の固有種とか、小さなものを、経済原理に左右されず

に担保していくような道ができる。 

○ 若い世代が一番関心を持つのは、地球が今どうなっているのか、未来はどうなるのか

ということを知ること以上に、自分たちに何ができるか、あるいは自分たちが何をし

たら何がどう変わるのかということである。自分が関与することでこう変わるという

シミュレーションが常に社会から求められているシミュレーションである。自分とい

う要素が入った地球というのを可視化していく、これは非常に重要な柱になる。 

○ 「Think Globally, Act Locally」のツールとして、地球的感性のプラットフォーム

（Public Sensory Platform for the Global Age）を創る必要がある。既に、日本のみな

らず世界各地に於いて設置が進んでおり、これを１つの窓口としてＪＡＭＳＴＥＣと

のコラボレーション企画が成り立つのではないか。例えば、来年度の１つの事業とし

て、１つずつこの地球に詳細なデータを入れながら、しかし子どもでもわかるような

ストーリーにしながら、明確なコンテンツにして、世界中に広げられるといいのでは

ないか。このようなものをしっかりと出していくことで、北極海氷の問題まで含めた

地球規模の問題が、それぞれのローカルな異常気象に関わっているということが実感

できる。これは日本の科学技術力を世界に役立てるというプレゼンテーションにもな

る。 

○ 海洋国家日本として、深層循環や台風などの問題について、海からの地球認識（海か

ら地球を見るという視点）を世界にプレゼンしていくべきである。その中には、ネガ

ティブな面ばかりではなく、台風は海をよみがえらせるということなど、気候変動も

１つの地球のバランシングプロセスという側面もあるという視点も含めるべきである。

こういう骨太な地球リテラシーというものを育てていくことが、やはり対処療法でな

い温暖化対策、あるいは気候変動時代の地球社会をどうデザインしていくかという問

題に非常にかかわってくる。 

○ 人類が２０世紀後半に発見した深海が、炭素循環など気候の行方を左右する大きな要

素であることや、海底地形その他で不動に見える大地も実は動いていることなど、こ

れらを可視化するのに日本列島というのは一番最たる場所なので、こういう問題を海

底とか、深海とかいう視点からちゃんと可視化することは重要である。 
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○ 植林により緑を増やしたら将来どうなるかなどが分かるような「シミュレーションア

ース」のリソースがＪＡＭＳＴＥＣにあるが、これが専門学会やそれぞれの領域の中

に閉じ込められているのは勿体ない。骨太な地球リテラシー構築に向けて、これらを

世界中に届けていくことが重要である、世界中の子どもたち、世界中の市民がこうい

う形で地球を見る、そういう視点というものをものすごく求めている。こういうコン

テンツを実際に「Tangible Earth（触れる地球）」という形で提示することが重要で

ある。科学者が紹介するという今までの視点ではなく、地球を見る窓として科学者を

使う、つまり、三人称として科学者を対象として取り上げるのではなく、科学者を１

つの世界を見るメガネとして自分でかけてみるというようなスタイルで、コンテンツ

を提示していくということができないか。 

○ 現在は、CNN などを通じ、地球の裏側の情報が膨大に入ってくるが、どうも三人称で、

バーチャルリアリティーとあまり変わらない。全国、全世界に設置された「触れる地

球」をインターネットで繋ぎ、マイクを設置して、互いに地球伝声管のように人の気

配を感じ合えるような関係をつくっていくことができないか。言葉の意味はわからな

いけれども、地球の裏側の人々のほんとうに生きた声が、気配が伝わってくる。今ま

でのグローバルコミュニティという抽象的なものから一歩踏み出た関係ができてくる

のではないかと思う。 

○ 気候変動、海面上昇、あるいは洪水のリスクが高まると、防水、治水等は国任せとい

うのでは成り立たない時代に来ている。特に、東京東部とかではかなり水没をある程

度許容しながら、それと共生していくような都市のあり方というのを探っていかなけ

ればいけない。東京にとって、江戸開府、明治維新に続く第３の大きな転換期に来て

いる。海洋の可視化というのは全世界的なテーマであるが、東京都民にとっては海洋

の可視化というのは東京湾の可視化である。世界中から人が集まって、トランジット

もする羽田空港近くに、東京湾を可視化する実験的な生きたミュージアムとして、シ

ースルー形のエレベーターで東京湾の中に入っていけるような海洋博物館を創り、Ｊ

ＡＭＳＴＥＣの研究を全部総合したような内容とし、未来の海との共生ビジョンを提

示するような水球ミュージアム構想というのを国家プロジェクト（環東京湾構想）と

して提案したい。 

 

 

公衆衛生における共生/共進化 

○ 行政レベルでは１０年先、２０年先、３０年先の世界を予想した中での施策をつくる

ことがかなり難しい。社会全体がそれではよくない。誰かが、２０年後、３０年後、

５０年後、あるいは１００年後の社会を予想しつつ、何かを考え、提言していくこと、

時間軸のスパンを少し長くすることが必要である。 

○ もっと長い時間で時間的な変化というのを見てあげると、結局１つのものだけでは絶
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対に答えは出ない。やはり自然科学はもっと時間的な変化というのを常に考えること

が重要である。 

○ 貧困とか、さまざまな社会問題を抱えている国に、新たに環境変化とか温暖化といっ

たストレスが加わると、先進国よりもはるかに大きな影響がそこに出てくる。どんな

環境変化であれ、そのスピードが速いということは、それ自体が大きな問題である。 

○ 正確に何かを予測し、解を出すのではなく、予測不能な事態に陥っても何とかできる

ような、自由度を保つような、マネジメントサイエンスの視点で見ると、特に公衆衛

生というのは、共生している状態が安全保障上一番経済的ということになる。時系列

的に見ても、実は一番安定度が高いということになり、公衆衛生の根本的な姿勢が変

わる。 

○ 今は防災よりも減災、つまり災害を完全に防ごうとか、完全に堤防で何とか守ろうで

はなく、水没をある程度許容しながら大きな被害が出ないように、あるいは人命に大

きな被害が出ないようにする、そのような気候変動への適応策というところから、徐々

にそういう感覚が広がるような方法が、公衆衛生上一番いい方法ではないか。 

 

 

認識と行動のシステム科学（グローカル制御） 

○ 難しいことだが、シミュレーションは予測のためにあるのではなくて、それに基づい

て我々が実際に行動を起こして、システムを変えていくことが重要である。 

○ 我々が実現したいのは地球規模問題への対応であるが、実際には、地球のどこかを観

測し、それに基づいて予測し、何かアクションを起こすのであり、例えば、ヒートア

イランド対策、生物システムにおける免疫システム構築などは、一応、問題を大規模・

複雑なネットワークシステムとして捉えてはいるが、実際にやっているのは非常にロ

ーカルなアクションしかできていないのが現状である。 

○ グローカル制御では、ローカルに計測制御してグローバルな機能を実現することを目

的としている。制御として重要視しているのは、物理システム、及び、情報ネットワ

ークシステムであり、まず、この２つの適合性・整合性について考える必要がある。

更に、これらのネットワークを異なる分解能（時間、空間等）で階層化し、相互作用

を考慮したシステムを検討する必要がある。 

○ リアルタイム性というものが重要になってくるが、リアルタイムで処理できるために

は、計算の精度を上げるだけではなく、ある意味では精度を落としてでも、空間的な

分解能、時間的な分解能が最終的な我々のアクションにどうつながるかということに

ついても検討する必要がある。 

 

 

経済と環境（無限を前提とした経済の終焉） 
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○ 世界経済の構図、成長の構造が変わってきた中、過去３０年間ほとんど動いていなか

った資源価格が２０００年代に入ってから何倍という形で上昇してきており、１９７

０年代と同様な「均衡点価格の変化」が起こっている。この傾向は、リーマンショッ

クの後より顕著になっている。 

○ 資源価格のみならず、世界人口、世界の穀物生産、世界の水需要、遺伝子組み換え作

物の普及など、あらゆる分野で幾何級数的な変化が始まっており、無限を前提とした

経済は終焉したと言えるのではないか。 

○ 地下系の資源に依存して成長してきた２０世紀型の成長モデルに限界が生じ、これか

らは太陽系のエネルギーによって立つ２１世紀型の成長を目指す動きが始まっている。 

○ このような状況への対応策は、短ければ３年～５年、長くても１０年以内に、単純な

対症療法ではなく、国家の中長期戦略に反映されるような本質的な方法での解決策と

して考えなくてはならない。 

○ 日本全体、あるいは世界全体で、太陽系経済への移行と同時に、地産地消性というの

を、単に食だけでなく、水であれ、エネルギーであれ、全ての面において再構築しな

いと、地球全体のバッファが非常に薄くなってきている。多様なニッチ、多層性のあ

る地域経済、グローバル経済との多層構造を再生しようというのが地産地消というこ

とであり、予測不可能な変動があろうが、投機があろうが、最小限のところでバッフ

ァとなる部分が、あまりにも無くなり過ぎているのではないか。 

○ 日本経済は、グローバルに技術とかソフトな面を広げていくという方向に向かってい

く必要はあるが、一方で、日本は、もっと内向きになって豊かさを感じる国にならな

いといけない。日本特有の社会の豊かさを感じる心を大事にし、あえて外にいろんな

資源を求めていくのではなく、日本の自然の豊かさを感じ、満足するような、「自己充

足的な豊かな社会」を日本も目指していかないといけないと思う。 

 

 

その他 

○ 自然界、社会、経済において、空間構造だけでなく時間スケールに階層構造があるこ

とを十分理解する必要がある。それゆえに気候変化と気候変動を明記している。ＩＰ

ＣＣも気候変化と気候変動の違いをよく理解している。適応策に関しては、遠い先の

１００年先のことに対する適応策も必要である。他方、次の春はどうなるというよう

な短期の適応策もあるはずであり、この短期の適応策こそ、今途上国の人たちが最も

望んでいるものである。短期の適応策と長期の適応策を両方バランスとって進めると

いうことにより、発展途上国からも支持されることとなる。 

○ 我々の研究開発が社会と一緒に動いていく、社会のニーズをもらう、また、我々も社

会に出していくようなインタラクティブプロセスが重要であり、イノベーションが可

能となる。言い換えれば、社会と研究機関との共生プロセス、ともに生きる、ともに
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進化するということになる。 

○ 科学で言えるのはこれぐらいまでで、そこから先は政治的決断であるとか、社会経済

学との協力でこんな指標が出てきたとか、そういったことが明確に言えるような科学

と社会経済学と政治との関係ができることが望ましい。 

○ 地球観測というのは先進国だけでできるものではなくて、必ず途上国、新興国の力が

必要。その際に、例えば予測研究のデータとか、社会応用で、日本で具体例が出てい

れば、ほかの観測もきっちりできるようになる。そうなることによって観測がもっと

充実してきて、それによって予測の精度が上がるという、いいフィードバックがかか

り始める。 

 

（２）JAMSTEC として何をなすべきか 

 

フォーラムでの議論を通して、今日、地球環境と気象情報が世界に与える影響が大きな

ものとなり、また社会状況も複雑化していることが確認された。さらに、自然と社会の双

方に様々な階層性があり、重層的な相互関係に関心を払わざるを得ず、また個人と社会、

個別国家と世界、個人の福利と自然環境の保全などに目的の利害の複雑な対立があること

も鮮明になった。それらは、ここであえてまとめるべきものではなく、上記の意見の一つ

一つの中に、刺激的な形で語られている。また、あらたな認識はこれらの発言を通して生

まれるはずであり、あえてまとめることは避けるべきであろう。 

 そうであっても、JAMSTEC の今後の活動の方向性に関しては、以下のような点に重要な指

摘・示唆があったことを認めている。 

 

フォーラムでは、地球環境問題について、今、地球の自然になにが起ころうとしている

のか、社会にどのような影響があるのか、将来に向けての課題は何であるかについて、み

んなが知り、議論すること、そのため、最新の科学を用いた予測を行い、誰もが理解でき

るように可視化して社会に示すことが大切であることが指摘された。また、地球環境変動

に対する適応策は、農業、医療、水資源、防災などの分野を始めとして多岐にわたってお

り、それぞれの課題は相互にリンクしているので、個別対応ではなく、総合的、横断的で

体系的なアプローチが重要であることが強調された。 

 

JAMSTEC は海洋観測のデータを蓄積するとともに、地球シミュレータを用いた予測に

実績を持っている。その実績と科学技術ポテンシャルを生かし、幅ひろく専門家を結集し

て地球環境問題に総合的に取り組むプラットフォームとしての役割を果たすことが期待さ

れる。特に、今後の気候変化/気候変動対策のために必要になるハード、ソフト両面にわた

る社会システムの設計に対して、社会とのインタラクティブプロセスのコアとして科学的

な予測シミュレーションを行ってその有効性を評価することに JAMSTEC が貢献すること
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が期待される。この課題は、上述のとおり幅広いアプローチが求められるため、JAMSTEC

が果たすべきプラットフォームには、理系のみならず、人文社会科学を含めた種々の専門

家が集まるとともに、外部との連携が柔軟にできるオープンなフォーラム機能と、成果を

可視化して社会に発信する機能を備えることが重要である。 
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資料８ 
NOAA による National Climate Service 

 

NOAA の気候サービスは最近発足し、構築しつつある。 

・ 過去何度となく NOAA において National Climate Service の議論があった 

・ 2008年12月に、NOAAにおける気候サービスを行う動機やそれによる利益、

候補となる挑戦課題が提出される。 

・ 2009 年３月に、NOAA の科学助言委員会は傘下の気候ワーキンググループ

より、NOAA に相応しい気候サービスの有り様に関する検討結果を受け取る。 

・ 2009 年５月に、NOAA 長官が米国下院の公聴会に出席し、NOAA の気候サ

ービス開発についてヒアリングを受ける。 

 

現在の NOAA での担当部署 

NOAA 本部にある Climate Program Office には５つの部署があり、気候計画部、事務管理

部に加え、気候観測部、気候調査部、気候評価サービス部がある。この部門が連携し、 

１） 気候の観測と監視 

２） 気候の研究と予測 

３） 気候サービスの開発 

のプログラムを行っている。 

 

インターネット上で見られる文書： 

http://www.cpo.noaa.gov/about_climate/ 

http://science.house.gov/publications/hearings_markups_details.aspx?NewsID=2449 

 

 

http://www.cpo.noaa.gov/about_climate/
http://science.house.gov/publications/hearings_markups_details.aspx?NewsID=2449
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資料９ 

 

 OceanObs’09 は地球規模の海洋観測の今後の方針を議論する会合として、2009 年 9 月に

イタリアで開催された。この会合で出された宣言文においても、社会ニーズに一致した海

洋観測データを持続的に、タイムリーに取得し、公開するといたわれている。 

 

 

Conference Statement 

Final version 

   

VISION 

  

Provision of routine and sustained global information on 

the marine environment sufficient to meet society’s needs 

for describing, understanding and forecasting marine 

variability (including physical, biogeochemical, ecosystems 

and living marine resources), weather, seasonal to decadal 

climate variability, climate change, sustainable 

management of living marine resources, and assessment of 

longer term trends 

  

  

In order to serve the needs of our nations and of the global community, We, the more 

than 600 Participants from 36 nations of the OceanObs’09 Conference in Venice, 

  

Recognizing the progress in ocean observations in the last decade, the demonstrated 

societal benefits of the existing elements, the recent technical and scientific 

developments that enable enhancements to observing systems and ensuing services, 

  

Having broadly consulted with the communities involved in the production, distribution 

and use of ocean information, 

  

Informed by 99 Community White Papers, 47 Plenary Papers, and discussions 
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captured in the Conference Summary, 

  

Call for significantly enhancing internationally-coordinated provision of sustained 

observation and information of the world ocean, as a part of the larger earth 

system observing effort, for public good and stewardship. 

  

Core principles of participation in the sustained observing system include recognition 

that users require rapid access to all relevant data, free of charge. An integrated 

system, making use of remotely sensed and in-situ observations is essential. 

Observations are openly shared in near-real-time when technically feasible. They 

are collected, analyzed, archived, and distributed to internationally agreed 

standards with agreed best practices. 

 

Despite the profound importance of marine information to meet the needs of our 

societies, the resources necessary to observe, assess and forecast global marine 

conditions are fragile and insufficient. 

 

A true global partnership with strong local benefits requires involvement of all 

stakeholders. All nations must work together for mutual benefit, through educational 

programs and development of national capacity. 

  

Many organizations are playing roles to sustain and develop the ocean observing 

system.  

 

At the global level, the Intergovernmental Oceanographic Commission of UNESCO 

(IOC), the World Meteorological Organization (WMO), the UN Environment Program 

(UNEP) and the International Council for Science (ICSU) sponsor the Global Climate 

Observing System (GCOS), the Global Ocean Observing System (GOOS) and the World 

Climate Research Program (WCRP), which have taken the lead in formulating the 

present plan for the sustained global ocean observing system. The satellite agencies of 

the world also play a fundamental role in the integrated observing system, and the 

Committee on Earth Observation Satellites (CEOS) has helped coordinate a global 

response to needs. Nations have been urged to act on this GCOS Implementation Plan 

by the UN Framework Convention on Climate Change (UNFCCC) and the Group on 

Earth Observations (GEO). The WMO-IOC Joint Technical Commission for 

Oceanography and Marine Meteorology (JCOMM) and its partner global observing 
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networks coordinate observations, standards, the data system, and the development of 

services for much of the physical and carbon ocean observing system. ICSU’s Scientific 

Committee on Oceanic Research (SCOR) coordinates international ocean research that 

has and will develop observing techniques and networks that become a part of the 

sustained ocean observing system. The Scientific Committee on Antarctic Research 

(SCAR) facilitates and coordinates research in the Antarctic and Southern Ocean. The 

Partnership for Observation of the Global Oceans (POGO), a forum for leaders of major 

oceanographic institutions responsible for implementation and operation of various 

observing elements, advocates integrated global ocean observing systems and helps 

build the capacity to make them a reality. The International Council for the Exploration of 

the Sea (ICES) is committed to a strengthened role for scientific research on marine 

ecosystems as a basis for advice that is unbiased, sound, reliable, and credible, to the 

benefit of management and conservation of marine ecosystems and living marine 

resources. The North Pacific Marine Science Organization (PICES) coordinates 

scientific research and observations on marine environment, ecosystems, and their 

living resources in the North Pacific and its marginal seas. The Census of Marine Life 

(CoML) is global network to assess and explain the diversity, distribution, and abundance 

of life in the oceans. The International Geosphere-Biosphere Programme (IGBP) and its 

marine projects promote the development of ocean observing techniques and provide 

research results that will become a growing part of a global integrated ocean observing 

system.  

 

At the regional and national level, meteorological agencies, oceanographic agencies, 

space agencies, fisheries agencies, research funding agencies, marine research 

institutions, ocean-related service providers, regional alliances, and the Large Marine 

Ecosystem (LME) program are all key contributors to a sustained ocean observing and 

information system. 

  

  

The ocean observing system must be sustained and enhanced: 

  

BECAUSE systematic observation of the properties of the ocean and the information 

derived are changing what we know about the ocean and its implications for 

society, 

  

BECAUSE the real-time flow of these observations underpin the development, 
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production, and delivery of many ocean services and support coastal zone 

management, 

  

BECAUSE global ocean information is critical to support forecasting of climate, 

weather and natural hazards from daily to centennial time scales,  

  

BECAUSE the development of an increasing range of ocean assessments and 

climate services for planning, early warning, adaptation and mitigation, depend upon 

availability of accurate observations and models of the world ocean,  

  

BECAUSE the ocean is an important sink of anthropogenic CO2, and ocean 

acidification potentially has significant impacts on marine ecosystems, 

 

BECAUSE sustainable management of marine living resources depends on timely 

and accurate monitoring of and information on biogeochemical cycles and 

ecosystem function, 

  

BECAUSE biodiversity is understood to be a key factor in ensuring sustainable 

ecosystem function, 

  

BECAUSE healthy coastal environments and their interactions with the open 

ocean are important to society, and 

 

BECAUSE the oceans remain seriously undersampled, and no single nation can 

perform all necessary ocean observations 

 

In solidarity, the Conference:  

(1) Calls on all nations and governments to fully implement by 2015 the initial 

physical and carbon global ocean observing system originally envisioned at 

OceanObs’99, and refined at OceanObs'09. 

 

(2) Calls on all nations and governments to commit to the implementation and 

international coordination of systematic global biogeochemical and biological 

observations, guided by the outcomes of OceanObs’09, and taking into account 

regional variations in ecosystems.  
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(3) Invites governments and organizations to embrace a framework for planning and 

moving forward with an enhanced global sustained ocean observing system over 

the next decade, integrating new physical, biogeochemical, biological observations 

while sustaining present observations. Recommendations on this Framework, 

considering how to best take advantage of existing structures, will be developed by an 

post-Conference working group of limited duration. 

  

(4) Urges the ocean observing community to increase our efforts to achieve the 

needed level of timely data access, sensor readiness and standards, best practices, 

data management, uncertainty estimates, and integrated data set availability. 

  

(5) Asks governments, organizations, and the ocean observing community to 

increase their efforts in capacity-building and education. 
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資料１０ 
GEOSS と社会経済利益 

 

１．背景と現状 

 GEOSS (Global Earth Observing System of Systems)は、既存の様々な観測およびデー

タ解析システムを統合し、９つの社会経済利益分野（災害、健康、エネルギー、気候、天

気、生態系、農業、生物多様性）を特定し、それらに対して実質的に貢献を行うことを目

的として、開発されているシステムを言う。  

 この GEOSS の構築に向けて、各国政府レベルを参加メンバーとした GEO(Group on 

Earth Observation)で議論され、作成されたものが GEOSS10 年実施計画である。現在は、

年１回程度の GEO メンバー国による会合と、GEOSS10 年実施計画の進捗の確認と、何年

かに一度の閣僚レベルでの会合により GEOSS 構築を促進させようとしている。 

 現在は、ワシントンで第６回 GEO 本会合が１１月１７〜１８日に開催された所である。 

 

２．GEOSS の範囲 
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（以下、文部科学省ホームページより） 

GEOSS戦略目標 （Strategic Targets）について 

 2008年3月のGEO執行委員会会合において、GEOSS10年実施計画の見直しのためTarget Task 

Team(T3)が設置された。以後3回の会合において10年実施計画及びその参照文書に示された241の

ターゲット（2、6、10年目標）の見直し、2015年までのGEOSS実施のための戦略的な目標につ

いて議論を行い、戦略目標文書が取りまとめられ、2008年11月の第5回GEO本会合に提出された。 

 第5回GEO本会合において、本戦略目標はGEOの全ての参加国・機関によるレビューを受ける

こととされ、2009年1月末までに意見を受付、2月のT3会合において提出された意見の取りまとめ

を行うこととなった。さらに「2009−2011作業計画」及び「業績モニタリング及び評価フレーム

ワーク」との3者間の調整を経て、2009年の第6回GEO本会合に提出される予定。最終的には、2010

年の第5回地球観測サミットにおいて承認を受けることを目指している。 

＜戦略目標の構成＞ 

○GEOSSの戦略的定義と目標 

 GEOSSのビジョンと目的（10年実施計画より再掲） 

 GEOSSの定義 

 GEOSSを支援するためのGEOの最終目標（ケープタウン宣言を基に作成） 

○分野ごとの達成目標 

 2015年時点で達成可能でありかつGEOSS活動を引き上げることを目的とした、シンプルな達成

目標を分野ごとに設定。達成目標と（四角囲みの文章）と補足の説明文章からなる。 

1．統合されたGEOSSの構築 

  構造、データ管理、能力開発、科学技術、ユーザー関与 

2．9の社会利益分野 

  災害、健康、エネルギー、気候、水、気象、生態系、農業、生物多様性  

 

“Strategic Targets:GEOSS Implementation by 2015“の概要 

GEOSSの戦略的定義とゴール（GEOSS STRATEGIC DEFINITION AND GOALS） 

GEOSSの展望と目的（GEOSS Vision and Purpose：GEOSS10年実施計画より抜粋） 

 GEOSSの展望は、人類の利益のための意志決定や行動が、調整され包括的で持続的な地球観測

及び情報によって与えられるような将来を、実現することである。 

 GEOSSの目的は、地球の状態の監視を改善し、地球プロセスの理解を増進し、そして地球シス

テムの振る舞いの予測を向上するために、包括的で調整され持続的な地球システムの観測を達成

することである。GEOSSは、健全な意思決定の基礎となる、適時な、高品質で、長期的な全球情

報の必要性を満たし、初期段階では以下の分野において社会への利益の配布を増進させるだろう 

   ・自然及び人為起源の災害による、人命及び財産の損失の軽減 
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   ・人間の健康と福祉に影響を与える環境要因の理解 

   ・エネルギー資源管理の改善 

   ・気候変動と変化の理解、評価、予測、軽減及び適応 

   ・水循環のより良い理解を通じた、水資源管理の向上 

   ・気象情報、予報及び警報の向上 

   ・陸域、沿岸及び海洋生態系の管理及び保護の向上 

   ・持続可能な農業及び砂漠化との闘いの支援 

   ・生物多様性の理解、監視、保全 

GEOSSは「国連ミレニアム宣言」及び2002年の「持続可能な開発に関する世界首脳会議」によっ

て明確に表現された挑戦に対処するための一歩であり、「ミレニアム開発目標」の実現を含む。

GEOSSはまた国際環境条約上の義務の履行を促進するだろう。 

GEOSSの定義（Definition of GEOSS） 

全球地球観測システム（GEOSS）は、地球観測に関する政府間会合（GEO）参加国・機関のボラ

ンタリーな貢献による、環境分野における国際条約義務の実施を含む、社会における情報に基づ

く意志決定を支援する調整され統合された地球観測及び情報システムのネットワークである。 

GEOSSをサポートするためのGEOの戦略的目標 （Strategic Goals of GEO in Support of GEOSS：ケ

ープタウン宣言をベースに作成） 

 情報に基づく意志決定をサポートするためのユーザー要求を満たす包括的で調整された地球観測ネット

ワークを持続的に運用すること 

 共有された構造的GEOSSコンポーネントとこれに関連する情報基盤を持続的に運用すること 

 地球観測への投資効果を最大化するために、国内政策と国際枠組の下で、規則と国境を越えて、タイム

リーでグローバルにオープンなデータの共有というニーズに応えること 

 観測、モデリング、データ同化、予測能力の間の相互運用性を履行すること 

 研究開発活動並びに将来の観測及び情報システムの首尾一貫した計画を促進すること 

 地球観測の向上と拡大のための科学技術の進歩及び革新的なアプローチに対する国家的、地域的、世界

的な投資を促進すること 

 GEOSSの利益になるとともに貢献する個人、機関、システムの能力開発を、特に発展途上国において

行うこと 

 相乗的効果を出すために、社会利益分野を横断した連携の特定と実施のための枠組を提供すること 

1．統合されたGEOSSの構築（BUILDING AN INTEGRATED GEOSS） 

1.1構造（Architecture） 

1. データ、メタデータ及びプロダクトを含む世界の主要な地球観測データ等へのアクセスを可能

にすることにより、ユーザーコミュニティをサポートするユーザーフレンドリーかつアクセス容

易なGEOSSのための共通インフラの開発、運用、維持管理を行うこと。 

2. 研究段階から運用段階への移行とともに、衛星、航空機、in-situを含む将来の地球観測システ

ムの調整された開発と実施 
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を確実にすること。 

1.2 データ管理（Data Management） 

3. 全てのGEOSS社会利益分野の支援に不可欠な環境、地球物理及び地質に関する基礎的な変数の

コアセットための包括的かつ信頼性の高いデータ、メタデータ及びデータと情報プロダクトの継

続的長期提供を実現すること。また歴史的データ及び再解析を含むこれら包括的データセットが、

GEOSSデータ共有原則に従い継続的に利用可能とすること。 

1.3 能力開発（Capacity Building） 

4. 全ての社会利益分野における地球観測とその派生情報のための、国家、国際レベルでの個人、

組織、インフラの能力向上の取り組みを調整すること。 

1.4 科学技術（Science and Technology） 

5. 関連の科学技術コミュニティのGEOSS実施への連携及び関与を確実にし、最先端の技術と地球

科学知識を継続的にGEOSSの開発と運用に取り込むことを可能にすること。統合されたGEOSS

の観測網、モデル、データセットは強固に科学研究と技術開発に寄与するであろう。 

1.5 ユーザー関与（User Engagement） 

6. 特に開発途上国において、政策決定と計画のためのユーザーニーズに対応する地球観測システ

ムの主要なデータ情報源としてのGEOSSの認知度を世界レベルで高めること。 

7. 全てのGEOSS社会利益分野をサポートするデータ、メタデータ及びプロダクトの提供に必要な、

分野横断かつ環境、地球物理及び地質に関する基礎的な変数のコアセットをユーザーと協力し明

確にすること。 

  

2．9つのGEOSS社会利益分野（THE 9 GEOSS SOCIETAL BENEFIT AREAS） 

2.1 災害（Disasters） 

8. 災害と関連する危機管理サイクルの全てのフェーズ（緩和と準備、早期警報、対応、並びに再

生）をサポートする観測と情報システムの全球規模での調整を可能にすること。 

2.2 健康（Health） 

9. 健康への環境リスク被害の早期発見、防止、モニタリング、緩和と軽減を可能とする、地球観

測情報、指標、モデル及びツールの開発と利用を加速し、世界レベルでのアクセスを可能とする

こと。 

2.3 エネルギー（Energy） 

10. エネルギー利用の改善、環境影響の最少化、エネルギー政策策定への情報提供に重点をおいた、

既存及び新たなエネルギーシステムの計画及び運用のための関連の環境、地球物理及び地質のデ

ータ及び情報の提供及び利用を促進すること。 

2.4 気候（Climate） 

11. 気候関連観測の利用可能性を確実にし、気候変化と変動の評価及び適応と緩和のための政策決

定に役立つグローバルに調整された情報を提供すること。 
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12. 環境関連の国際条約における義務のサポートとモニタリングなど政策決定をサポートする包

括的な全球炭素観測と解析システムを促進すること。 

2.5 水（Water） 

13. 水供給の改善及び全球水管理と国家、地域、河川レベル及び全ての空間分布での気候変化の解

明のため、水の量・質を観測する統合され、持続可能な全球水循環観測システムを開発すること。 

14. 水管理とガバナンス及び水文気象極端現象（例、干害と洪水）のモニタリングと予測のため改

良された意志決定支援ツールに重点をおいた、世界規模での統合された水資源管理を容易かつ可

能にする局所及び地域レベルでの地球観測の利用を拡大すること。 

2.6 気象（Weather） 

15. 生命の喪失を軽減し、資産の損害を縮小し、気象観測における重要な空白を無くし、他の社会

利益分野のための気象データへのアクセスを可能にするため、シビアウェザーの情報を改善する

こと。 

2.7 生態系（Ecosystems） 

16. 全ての生態系とそれらへの人類の影響の包括的なモニタリング能力の設計、実施を通じ、陸域、

沿岸、海洋資源の持続可能な管理及び保護を改善すること。 

2.8 農業（Agriculture） 

17. 食糧安全保障と市場の効率性向上のための調整された全球規模の農業早期警報システム運用

を確立すること。 

2.9 生物多様性（Biodiversity） 

18. 天然資源の保護と改良された管理をサポートする政策決定を可能にするため、世界の生物多様

化の現状とトレンドを収集、管理、共有及び解析するための世界規模の生物多様性観測ネットワ

ークを確立すること。 
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資料１１ 
（文部科学省資料より） 
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